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 本書は天井走行式Ｘ線管保持装置を支持する鉄骨支持架構の標準化工法の構造検討を行い各部

材の適正断面を定める事を旨とした構造検討書である。 

 尚、検討に当たっては、日本画像医療システム工業会より提供された、装置関係図面及び関連

資料に基づき行うものとする。 
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装置レ ー ル

Ｘ 線管保持装置

装置レ ー ル

装置取付用プ レ ー ト

主 　桁

（ ２基 ）

（ ３本 ）

（ ７本 ）

ア ン カ ー ボ ル ト

吊 り 材

ブ レ ー ス （ Ｘ 方向 ）

ブ レ ー ス （ Ｘ 方向 ）

主 　 桁

ブ レ ー ス （ Ｙ 方向 ）

水平ブ レ ー ス

繋ぎ材 （ 上下共 ）

繋ぎ材

１ ． 概 　 要

Ｘ

Z

Y

1 . 1  概 要 図

鉄骨支持架構 の 構成

主 　桁 ： [-125x65x 6x 8 (SS400)  x  3本

繋ぎ材 ： L-65x65x6 (SS400)  上下 x 6 = 12本

Ｘ 方向 ： 3 x 2 = 6面

Ｙ 方向 ： 6面

水 　平 ： 3 x 2 = 6面

ブ レ ー ス ： 1-M12 (SS400)  

吊 り 材 ： L-65x65x6 (SS400)    2 x  6 = 12本

ア ン カ ー ボ ル ト ： 1-M16 　  　 6 x  3 = 18箇所
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主桁

装置重心

主桁

主桁

水平 ブ レ ー ス

吊 り 材＋ ア ン カ ー位置

ア ン カ ー位置

吊 り 材＋ア ン カ ー位置

装置重心

繋ぎ材 繋ぎ材

吊 り 材

ア ン カ ー ボ ル ト

ブ レ ー ス

主桁

装置重心

繋ぎ材

繋ぎ材

装置重心

主桁

ブ レ ー ス

吊 り 材

ア ン カ ー ボ ル ト
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重心移動範囲

1 , 200 1 , 200〃〃〃

1
,2

2
2

重心移動範囲

重心移動範囲

重
心

高
さ

2
,0

0
0以

下

重心移動範囲

重
心

移
動

範
囲

4 , 335 3151 , 000350

重心移動範囲

1 . 2  伏 図 ・ 軸 組 図

S= 1 / 1 0 0伏 　 図

Ｙ

Ｘ

S= 1 / 1 0 0Ｘ 方 向 軸 組 図

S= 1 / 1 0 0Ｙ 方 向 軸 組 図
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１．３ 構造検討方針 

  天井走行式Ｘ線管保持装置を支持する鉄骨支持架構の標準化工法の構造検討に当たり、適用

する医療装置及び鉄骨支持架構は、各医療機器メーカーの仕様により以下とする。 

・最大総重量：1,256㎏ 

・最大装置本体重量： 371㎏/基 

・重心の最大偏心距離：790㎜ 

・２システムの場合の重心位置の最小離れ距離：1,000㎜ 

・重心の最大高さ（主桁下端から）：1,222㎜ 

・天井フトコロの最大高さ（主桁上端から）：2,000㎜ 

天井走行式Ｘ線管保持装置は３本の平行した装置レールにボルトにより取り付けられ、レー

ル上を走行すると共に直行方向へも移動可能で、前項の1.概要に示す「重心移動範囲」内を移

動するものである。 

構造計算を行い鉄骨支持架構及びアンカーボルトの構造安全性を確認するものである。 

各部材の断面検討に当たっては、長期及び短期とも最大応力にて許容応力度計算を行い所要

の強度及び剛性を有していることを確認する。 

計算に当たっては、現行の建築基準法・同施行令並びに関係法令及び大臣認定、日本建築セ

ンター評定等に適合している事を確認する。 

以下に構造検討方針を記す。 

 

（１）使用材料 

   各使用材用は建築工事に於いて広く一般に用いられるものとし以下とする。 

     ・コンクリート：Fc=21N/  

     ・鉄 骨：SS400 ：主桁他、鉄骨支持架構部材 

SR235 ：あと施工アンカーボルト 

F10T  ：接合ボルト 

 

（２）荷重の取り扱い 

  ａ）設計用標準水平震度：Ｋｓ＝１．５（耐震クラスＳの中間階及び耐震クラスＡの最上階） 

  ｂ）地域係数：Ｚ＝１．０ 

  ｃ）衝撃荷重 装置重量は駆動するため20％の割増しをして用いる。 

 

（３）単位系 

    旧単位系（t,㎏）で提示を受けている装置重量等（t,㎏）は、必要に応じて国際体位系

（ＳＩ）に換算して（1.0kg → 9.8N）用いる。 

 

（４）構造安全性の確認 

  ａ）鉄骨支持架構の検討 

設計荷重は装置重量の他、鉄骨自重等支配荷重を加えたものとし、長期鉛直力及び短

期地震時水平力に対して、許容応力度計算により各部材が所要の強度及び剛性を有して

いることを確認する。 

尚、移動式の装置であることから、装置荷重の100％を考慮するなど想定される最大応

力にて断面検討を行う。 
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  ｂ）変形制限 

     長期最大荷重に対する主桁の撓みの制限値は、走行式医療装置に付きスパンの1/1200

以下とする。 

  ｃ）適用除外 

     既存建物の構造安全性に対しての検討・評価は本検討の対象外とする他、装置取付ボ

ルトや装置レールなど本鉄骨支持架構以外は全て対象外とする。 

 

 

（５）準拠規準等 

   計算に当たっては建築基準法・同施行令による他、以下の各種規準，指針によった。 

  ・建築物の構造関係技術基準解説書2015年版 ………… 日本建築センター 

  ・鉄筋コンクリート構造設計規準・同解説  …………  日本建築学会 

  ・鋼構造設計規準・同解説         …………  日本建築学会 

  ・各種合成構造設計指針          …………  日本建築学会 

  ・あと施工アンカー・連続繊維補強設計・施工指針…… 国土交通省 

  ・医用画像診断装置の耐震設計指針     …………  日本画像医療システム工業会 

・その他関係する各種規準・指針等 
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短　 　 　 　期

長期の値の

１ ． ５倍

2
( N / mm  )１ ） 鋼材の許容応力度

採

用 厚さ
材　料 せん断圧　縮 引　張 曲　げ（ｍｍ）

長　 　 　 　 　 　 　 　 　期

接触圧 支　圧支承圧

応力種別

ｔ ≦ ４ ０

ｔ ＞ ４ ０

ｔ ≦ ４ ０

ｔ ＞ ４ ０

1 5 5 1 5 5 2 9 0 2 1 04 4 5

1 4 0 1 4 0 4 0 5 2 6 5 1 9 5

2 1 5 2 1 5 6 1 5 4 0 5 2 9 5

1 9 5 5 6 0 3 6 5 2 6 51 9 5

1 5 5

1 4 0

2 1 5 1 2 5

1 9 5 1 1 0

9 0

8 0

-- -デ ッキプレート （ ＳＤＰ １ ） 1 3 5 1 3 5 1 3 5

注） ボル ト の許容応力度は 、軸断面に対し てのものである 。

2
( N / mm  )２ ） アーク溶接継目の許容応力度

短　 　 　期

採

用

作
業

の

法

の
厚

さ

応力種別

方

母
材

（ｍｍ）
圧　縮 せん断

す　み　肉

長　 　 　 　 　 　 　期

突　合　せ

( 1 )

( 2 )

ｔ ≦ ４ ０

ｔ ＞ ４ ０

ｔ ≦ ４ ０

ｔ ＞ ４ ０

ｔ ≦ ４ ０

ｔ ＞ ４ ０

ｔ ≦ ４ ０

引　張 曲　げ

1 5 5 1 5 5

1 4 0 1 4 0

2 1 5 2 1 5 1 2 5

1 9 5 1 9 5 1 1 0

1 2 5

1 1 0

1 5 5

1 4 0

2 1 5

1 9 5

1 7 5 1 7 5 1 7 5 1 0 01 0 0

1 4 0

1 2 5

1 4 0

1 2 5

1 4 0

1 2 5 長期の値の

１ ． ５倍

9 0

8 0

8 0

7 4

9 0

8 0

8 0

7 4

7 5

材　料

( 2 )

・ （ ２ ） は 、 （ １ ） 以外の場合。

注） 作業の方法 ・ （ １ ） は 、回転ジ ク ポジシ ョ ナ－など を用い常に下向きで作業で き る場合。

長期の値の

Ｍ２ ０

Ｍ２ ２

Ｍ２ ４

1 3 3 . 0

1 6 5 . 0

1 9 2 . 0

3 7 . 7

4 5 . 6

5 4 . 2

 7 5 . 4

 9 1 . 2

1 0 8 . 0

 7 8 . 5

 9 5 . 0

1 1 3 . 0

-- ---ボルト （ ４ ０ ０級） 7 0

-- -B C R 2 9 5 1 9 5 1 9 5 1 9 5 1 1 0

( 1 )

( 1 )

( 2 )

ｔ ＞ ４ ０

-

-
B C R 2 9 5

1 9 5 1 9 5 1 9 5 1 2 51 2 5

1 9 5 1 9 5 1 9 5 1 1 0 1 1 0

1 1 0 1 1 01 1 0 1 1 0 1 1 0

4 9 0級

4 0 0級

4 9 0級

4 0 0級

(SS41 )

(SM50 )

(SS41 )

(SM50 )

1 2 0

３ ） 高力ボルトの許容耐力 ( u = 0 . 4 5 )

採

用

種　 　別 呼　び　径

１ 　面 ２ 　面

長　 　 　 　 　期

許容せん断力（ ｋ Ｎ ）

（ ｋ Ｎ ）

許容引張力 短　 　 　期
（ ｃｍ　 ）２

断　面　積 設計張力

（ ｋ Ｎ ）

Ｍ１ ６

Ｍ２ ０

Ｍ２ ２

Ｍ２ ４

1 0 6 . 0

1 6 5 . 0

2 0 5 . 0

2 3 8 . 0

3 0 . 2

4 7 . 1

5 7 . 0

6 7 . 8

 6 0 . 3

 9 4 . 2

1 1 4 . 0

1 3 6 . 0

 6 2 . 3

 9 7 . 3

1 1 8 . 0

1 4 0 . 0

Ｍ１ ６  8 5 . 2  4 8 . 22 4 . 1  5 0 . 3

Ｍ１ ２ 1 . 1 3 4 5 . 8

Ｍ１ ２ 1 . 1 3

3 . 1 4

3 . 8 0

2 . 0 1

3 . 1 4

3 . 8 0

2 . 0 1

4 . 5 2

4 . 5 2

5 6 . 9  3 3 . 9  3 5 . 0

 2 8 . 21 3 . 5  2 7 . 1

1 6 . 9

Ｆ ８ Ｔ

Ｆ １ ０ Ｔ

１ ． ５倍

使用材料の強度　及び　材質２ .
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応力種別

コンク リ ート及び鉄筋の許容応力度

採

用

４ ）

せん断 せん断
補　強 補　強圧　縮 引　張 せん断

短　 　 　 　 　期

圧　縮 引　張 せん断

-

-

-

-

-

-

-

-

- -

-

-6

7

8

1 2

1 4

1 6

1 . 0 5

2

材　 　 　料

F C = 1 8

F C = 2 1

F C = 2 4

0 . 6 0

0 . 7 0

0 . 9 0

長　 　 　 　 　期

( N /㎜  )

-

-

-

-

-

- -

-

- -

6

7

1 9 5 1 9 5

0 . 5 4

0 . 6 3

1 2

1 4

1 9 5 2 9 5 2 9 5 2 9 5

0 . 9 4

軽

量

１

種

F C = 1 8

F C = 2 1

S D 2 9 5 A , B

- - - -9 1 8F C = 2 7

- - - -

- - - -

- - - -

普

通
F C = 3 0

F C = 3 3

F C = 3 6

1 0

1 1

1 2ト

―

リ

ク

ン

コ

７ ） 杭及び台柱の許容耐力

６ ） 地盤の許容地耐力度

採

用

５ ） 鉄筋及び鋼材のコンク リ ートに対する許容付着応力度

- -1 5 5 1 5 5 1 5 5 2 3 5 2 3 5 2 3 5

-1 9 5 2 9 5 2 9 51 9 5-- -

2
( N / mm  )

S R 2 3 5

溶　接　金　網

丸　 　 　鋼 異形鉄筋 形鋼，鋼板

長　 　 　期 長　 　 　期 長　 　 　期

その他 その他 その他上端筋 上端筋

1 . 0 8

1 . 2 6

1 . 2 0

1 . 4 0

1 . 8 0

2 . 1 0

0 . 3 6

0 . 4 2

0 . 5 4

0 . 6 3

上端筋

0 . 7 2

0 . 8 4

短　 　 　期

長期の値の

１ ． ５倍以上

F C = 1 8

F C = 2 1

コンク リート

鋼

別
種

力応

注） ・ 上端筋と は 、曲げ材にあ っ て その鉄筋の下に ３ ０ ｃ ｍ以上の コ ン ク リ ー ト で打込まれる場合の水平鉄筋をい う 。

鉄

筋

- -2 1 5 2 1 5 1 9 5 3 4 5 3 4 5 2 9 5S D 3 4 5

- -2 1 5 2 1 5 1 9 5 2 9 5S D 3 9 0 3 9 0 3 9 0

0 . 7 3 1 . 1 0

0 . 7 6 1 . 1 4

0 . 7 9 2 0 1 . 1 9

0 . 8 2 2 2

0 . 8 5 2 4

1 . 2 3

0 . 8 1

1 . 2 7

短　 　 　 　期場　 　 　 　 　所 長　 　 　 　期

（ ｋ Ｎ／㎡　 ）

（ ｋ Ｎ／本）

地　盤　の　種　類

GL-* . **m以深 ***層 * * *

短　 　 　 　期長　 　 　 　期長　 さ その他径杭の種類

～

* *

* ** ** * . *m

* * *

（ ****工法 ）

****杭

* * *
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3 . 1  各 部 の 重 量

３ . 設 計 用 荷 重

k N/m
Ｗ ＝ 1 3 . 4㎏/ｍ　  → 0 . 1 5

Ｗ ＝ 3 7 1㎏ →  3 . 7 k N/基

"

"

Ｗ ＝ 5 . 9 1  〃   → 0 . 1 0

Ｗ ＝ 5 . 9 1  〃　   → 0 . 1 0

Ｗ ＝ 3 6 4 / ( 3 . 4 0 x 7 ) =  1 5 . 3㎏/ｍ　  → 0 . 1 5

Ｗ ＝ 1 5 0 / ( 6 . 0 0 x 3 ) =  8 . 3 3㎏/ｍ　  → 0 . 1 0
k N/m

"

(1 )  鉄骨支持架構部材

主 　 桁 ： [-125x65x  6x  8

( 2 )  装置関連重量

天井式 Ｘ 線管保持装置

DST-2000A

装置レ ー ル等

そ の他 、 ブ レ ー ス 、 取付ボ ル ト等は 、 各部設計時に予備荷重 と し て見込む も の と す る 。

装置レ ー ル

繋ぎ材 ： L-65x65x6

吊 り 材 ： L-65x65x6

装置取付用プ レ ー ト
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装置重心

Ph

P v

LRv1LRv2

1
,
2

2
2

G
h

1 , 600 1 , 600

790

eL
3 , 200

3 . 2  装 置 固 定 位 置 に 掛 か る 最 大反 力 の 算 定

　 装置重心に全装置重量が集中荷重 と し て作用す る も の と し 、 長期及び短期そ れぞ れ装置固定位置に

掛か る反力が最大 と な る装置位置に て算定す る 。

こ こ で

φ　 ： 衝撃割増し係数　 　 φ＝1 .2

∴

・ 装置固定位置に掛か る長期最大反力 ： LＲ ｖ

∴

Ｗｍ ： 天井式 Ｘ 線管保持装置　 Ｗｍ＝3 .7kN

設計用鉛直力 ： Ｐ ｖ ＝3 . 7x1 . 2 = 4 . 44kN

・ 設計用鉛直力 ： Ｐ ｖ ＝Ｗｍ ・ φ

LRv 1  ＝
Ｌ

＝
Ｐｖ ・ （Ｌ+ ｅ ）

Ｌ
＝LRv 2  ＝

3 . 2 0

4 . 4 4 x ( 3 . 2 0 + 0 . 7 9 )

3 . 2 0

( 1 )  長期 最 大 反 力 の 算 定

装置が主桁の外側に位置す る場合を想定す る

Ｐｖ ・ （ - ｅ ） 4 . 4 4 x ( - 0 . 7 9 )
＝ - 1 . 1 0 k N

＝  5 . 5 4 k N
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装置重心

Ph

sRvx2 sRvx1

P v + F v

1 , 200 1 , 200〃〃〃

1
,2

2
2

重
心

高
さ

L x

こ こ で

φ　 ： 衝撃割増し係数　 　 φ＝1 .2

∴

Ｋ ｈ ： 設計用水平震度　 　 Ｋ ｈ ＝ Ｚ ・ Ｋ ｓ 　 　 　 Ｋ ｈ ＝1 . 0 ｘ 1 . 5＝1 . 5

・ 設計用水平地震力 ： Ｐ ｈ ＝Ｋ ｈ ・ Ｗｍ ・ φ

Ｗｍ ： 天井式 Ｘ 線管保持装置　 Ｗｍ＝3 .7kN

設計用水平地震力 ： Ｐ ｈ ＝1 . 5x3 . 7x1 . 2 = 6 . 66kN

設計用鉛直地震力 ： Ｆ ｖ ＝1/2x6 . 66 =  3 . 33kN

( 2 )  短期 地 震 時 最 大 反 力 の 算 定

a )  Ｘ 方向 地 震 時 最 大 反 力 の 算定

・ 設計用鉛直地震力 ： Ｆ ｖ ＝1/2 ・ Ｆ ｈ

∴

・ 装置固定位置に掛か る Ｘ 方向短期地震時最大反力 ： ｓ Ｒ ｖ ｘ

装置が吊 り 材の直下に位置す る場合を想定す る

＝

s Rv x 1  ＝
Ｌ ｙ

Ｐｈ・Ｇｈ
＋ Ｐｖ +Ｆｖ

6 . 6 6 x 1 . 2 2 2

1 . 2 0

＝

Ｌ ｙ

1 . 2 0

s Rv x 2  ＝

- 6 . 6 6 x 1 . 2 2 2

-Ｐｈ ・Ｇｈ

＋ 4 . 4 4 + 3 . 3 3  ＝ 1 4 . 6 k N

＝ - 6 . 7 8 k N

9



装置重心

Ph

P v + F v

sRvy1sRvy2

1
,
2

2
2

G
h

1 , 600 1 , 600

7903 , 200

Ly Gy

装置が主桁の外側に位置す る場合を想定す る

∴

・ 装置固定位置に掛か る Ｙ 方向短期地震時最大反力 ： ｓ Ｒ ｖ ｙ

b )  Ｙ 方向 地 震 時 最 大 反 力 の 算定

＝

s Rv y 1  ＝
Ｐｈ・Ｇｈ+ （Ｐｖ +Ｆｖ ） ・ （Ｌｙ +Ｇｙ ）

Ｌｙ

＝

Ｌｙ
s Rv y 2  ＝

-Ｐｈ ・Ｇｈ+ （Ｐｖ +Ｆｖ ） ・ （ -Ｇｙ ）

6 . 6 6 x 1 . 2 2 2 + ( 4 . 4 4 + 3 . 3 3 ) x ( 3 . 2 0 + 0 . 7 9 )

3 . 2 0
＝ 1 2 . 2 k N

3 . 2 0

- 6 . 6 6 x 1 . 2 2 2 + ( 4 . 4 4 + 3 . 3 3 ) x ( - 0 . 7 9 )
＝ - 4 . 4 6 k N
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w

P

1 , 200

４ .  支 持 鉄 骨 架 構 の 検 討

4 . 1  主 桁 の 検 討

２

W = 0 . 15+0 . 10 = 0 . 25kN/m（ 自重+装置レ ー ル重量 ）

（ 装置重量 ： Ｐ が端部に架る も の と し て ）

＜ ｆ ｂ＝　1 5 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

２＜　 ｆ ｓ＝　9 0Ｎ／㎜ ＯＫ

４

４3 8 4 x 2 . 0 5 x 1 0  x 4 2 4 x 1 0

∴ ＝
６

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

４

２

＜　1 . 0 0 ＯＫ

２
３Ｑ

ｔ ｘｈ
＝τ　＝

δ　＝ ＋

＝ ＋

＝

３

５ ５

３

４

３

Ｐ・ ｌ

4 8Ｅ・ Ｉ

5ｗ・ ｌ

3 8 4Ｅ・ Ｉ

δ

ｌ

使用材 ： [-125x65x 6x 8 （ SS400級 ） Ｚ  =  6 7 . 8㎝

Ｉ  =  4 2 4㎝

３

4 8 x 2 . 0 5 x 1 0  x 4 2 4 x 1 0

6 7 . 8 x 1 0
３

6 x 1 0 0

＜　1 . 0 0 ＯＫ

5 x 0 . 2 5 x 1 2 0 0

1 2 0 0
ＯＫ＜　1 / 1 2 0 0

３

 a )  長期鉛直力 に 対す る 検討

( 1 )  ス パ ン 中 央 に １ シ ス テ ム の 荷 重 が 作 用 す る 場 合

と し て作用す る も の と し 、最大応力 と な る荷重状態を想定し て許容応力度計算を行い所要の強度及び

剛性を確保し て い る こ と を確認す る 。

P = 5 . 54+0 . 15x1 . 0 = 5 . 69kN

Ｍ　＝　1 / 4 x 5 . 6 9 x 1 . 2 0  +  1 / 8 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0  =  1 . 7 5 ｋＮｍ

Ｑ　＝　5 . 6 9  +  1 / 2 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0  =  5 . 8 4 ｋＮ

5 . 8 4 x 1 0
＝　9 . 7 3Ｎ／㎜

τ/ f s  =  9 . 7 3 / 9 0  =  0 . 1 1

5 . 6 9 x 1 0  x 1 2 0 0
＝ 0 . 2 4㎜

0 . 2 4
＝　1 / 5 0 0 0

1 . 7 5 x 1 0
＝　2 5 . 8Ｎ／㎜

σｂ/ f b  =  2 5 . 8 / 1 5 5  =  0 . 1 7

（ 長期最大反力 ： LRv1相当+装置取付用プ レ ー ト重量 ）

　 移動式の装置で あ る こ と か ら 、各部材は部位毎に装置荷重の組み合わせな ど を考慮し最大応力に

て設計を行 う 。

　 各部材の設計荷重は 、 装置重量の他 、 鉄骨自重等支配荷重を加え た も の と し 、 長期鉛直荷重及び

地震時水平力に対し て断面検討を行 う も の と す る 。

　 検討に当た っ て は 、 主桁の支持ス パ ン長を最大吊 り 材位置間距離 と し前項の各最大反力が集中荷重

11



P
w

N

1 , 20 0

N = 25 . 0kN（ Ｘ 方向設計用水平地震力相当 ）

＊次項 「 4 . 2ブ レ ー ス の設計 a) Ｘ 方向地震時 」 に よ る

２

∴

２

３

２Ａ
＝

Ｎ
sσｃ＝ ２ S ２ ＯＫ

＜　1 . 0 0 ＯＫ

６Ｍ

Ｚ
＝sσｂ＝

軸方向力を考慮し て

＋
σｂ

ｆ ｂ

σc

ｆ c
ＯＫ＜　1 . 0 0

τ　＝
３

＝
Ｑ

ｔ ｘｈ
２ ＜　s ｆ ｓ＝　1 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

＜　1 . 0 0 ＯＫ

使用材 ： [-125x65x  6x  8 （ SS400級 ）

ｉ ｙ＝1 . 9 0㎝

1 7 . 1 x 1 0

6 7 . 8 x 1 0
３

6 x 1 0 0

２ ＜ s ｆ ｂ＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

＜　1 . 0 0 ＯＫ

２

（ 装置重量等 ： Ｐ が端部に架る も の と し て ）

W = 0 . 25kN/m（ 自重+装置レ ー ル重量 ）

ｌ ｋ＝1 2 0㎝ λｃ＝6 3 . 2

∴　 ｆ ｃ　＝　1 2 3Ｎ／㎜

2 5 . 0 x 1 0
＝　1 4 . 6Ｎ／㎜ ＜　　 ｆ ｃ＝　1 . 5 x 1 2 3 = 1 8 4Ｎ／㎜

sσｃ / s ｆ ｃ  =  1 4 . 6 / 1 8 4  =  0 . 0 8

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構の主桁は 、 ス パ ン中央に １ シ ス テ ム の荷重が

作用す る場合 、 長期応力及び短期地震時応力に対し て溝形鋼 ： [-125x65x6x8 （ SS400級 ） で十分な

強度及び剛性を有し て い る こ と が確認さ れた 。

b )  短期地震時 の 検討

P = 14 . 6 +0 . 15x1 . 0 = 14 . 8kN

Ｍ　＝　1 / 4 x 1 4 . 8 x 1 . 2 0  +  1 / 8 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0  =  4 . 4 9 ｋＮｍ

4 . 1 9 x 1 0
＝　6 6 . 2Ｎ／㎜

sσｂ/ s f b  =  6 6 . 2 / 2 3 5  =  0 . 2 8

＝ 0 . 0 8  +  0 . 2 8  =  0 . 3 6

Ｑ　＝　1 4 . 8  +  1 / 2 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0  =  1 5 . 0 ｋＮ

1 5 . 0 x 1 0
＝　2 5 . 0Ｎ／㎜

τ/ s f s  =  2 5 . 0 / 1 3 5  =  0 . 1 9

（ 短期最大反力 ： sRvx1相当+装置取付用プ レ ー ト重量 ）

Ａ  ＝ 1 7 . 1㎝
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w

P P

1 , 200

a b1 , 000

W = 0 . 15+0 . 10 = 0 . 25kN/m（ 自重+装置レ ー ル重量 ）

＜ ｆ ｂ＝　1 5 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

２＜　 ｆ ｓ＝　9 0Ｎ／㎜ ＯＫ

４

４
3 8 4 x 2 . 0 5 x 1 0  x 4 2 4 x 1 0

∴ ＝
６

σｂ＝
Ｍ

Ｚ

４

２

＜　1 . 0 0 ＯＫ

２
３Ｑ

ｔ ｘｈ
＝τ　＝

δ　＝ ＋

＝ ＋

＝

５ ５４

4 8Ｅ・ Ｉ

5ｗ・ ｌ

3 8 4Ｅ・ Ｉ

δ

ｌ

使用材 ： [-125x65x 6x 8 （ SS400級 ） Ｚ  =  6 7 . 8㎝

Ｉ  =  4 2 4㎝

３

4 8 x 2 . 0 5 x 1 0  x 4 2 4 x 1 0

6 7 . 8 x 1 0
３

6 x 1 0 0

＜　1 . 0 0 ＯＫ

5 x 0 . 2 5 x 1 2 0 0

1 2 0 0

２

α・Ｐ・ ｌ ３ ３

３ ３

( 2 )  ス パ ン に ２ シ ス テ ム の 荷 重 が 作用 す る 場 合

 a )  長期鉛直力 に 対す る 検討

P = 5 . 54+0 . 15x1 . 0 = 5 . 69kN

Ｍ　＝　0 . 2 0 x 5 . 6 9  +  1 / 8 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0  =  1 . 1 8 ｋＮｍ

Ｑ　＝　5 . 6 9  + 5 . 6 9 x 0 . 2 0 / 1 . 2 0  + 1 / 2 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0

＝　6 . 7 9 ｋＮ

1 . 1 8 x 1 0
＝　1 7 . 4Ｎ／㎜

σｂ/ f b  =  1 7 . 4 / 1 5 5  =  0 . 1 1

6 . 7 9 x 1 0
＝　1 1 . 3Ｎ／㎜

τ/ f s  =  1 1 . 3 / 9 0  =  0 . 1 3

0 . 4 8 x 5 . 6 9 x 1 0  x 1 2 0 0
＝ 0 . 1 2㎜

0 . 1 2
＝　1 / 1 0 0 0 0 ＯＫ＜　1 / 1 2 0 0

（ 長期最大反力 ： LRv1相当+装置取付用プ レ ー ト重量 ）
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N

w

P P

1 , 20 0

a b1 , 00 0

N = 25 . 0kN（ Ｘ 方向設計用水平地震力相当 ）

＊次項 「 4 . 2ブ レ ー ス の設計 a) Ｘ 方向地震時 」 に よ る

２

∴

２

３

２Ａ
＝

Ｎ
sσｃ＝ ２ S ２ ＯＫ

＜　1 . 0 0 ＯＫ

６Ｍ

Ｚ
＝sσｂ＝

軸方向力を考慮し て

＋
σｂ

ｆ ｂ

σc

ｆ c
ＯＫ＜　1 . 0 0

τ　＝
３

＝
Ｑ

ｔ ｘｈ
２ ＜　s ｆ ｓ＝　1 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

＜　1 . 0 0 ＯＫ

使用材 ： [-125x65x  6x  8 （ SS400級 ）

ｉ ｙ＝1 . 9 0㎝

1 7 . 1 x 1 0

6 7 . 8 x 1 0
３

6 x 1 0 0

２ ＜ s ｆ ｂ＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

＜　1 . 0 0 ＯＫ

W = 0 . 25kN/m（ 自重+装置レ ー ル重量 ）

ｌ ｋ＝1 2 0㎝ λｃ＝6 3 . 2

∴　 ｆ ｃ　＝　1 2 3Ｎ／㎜

＝　1 4 . 6Ｎ／㎜ ＜　　 ｆ ｃ＝　1 . 5 x 1 2 3 = 1 8 4Ｎ／㎜

sσｃ / s ｆ ｃ  =  1 4 . 6 / 1 8 4  =  0 . 0 8

２

及び剛性を有し て い る こ と が確認さ れた 。

b )  短期地震時 の 設計

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構の主桁は 、 ス パ ン に ２ シ ス テ ム の荷重が作用

す る場合 、長期応力及び短期地震時応力に対し て溝形鋼 ： [-125x65x6x8 （ SS400級 ） で十分な強度

P = 14 . 6 +0 . 15x1 . 0 = 14 . 8kN

Ｑ　＝　1 4 . 8  + 1 4 . 8 x 0 . 2 0 / 1 . 2 0  + 1 / 2 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0

＝　1 7 . 4 ｋＮ

Ｍ　＝　0 . 2 0 x 1 4 . 8  +  1 / 8 x 0 . 2 5 x 1 . 2 0  =  3 . 0 1 ｋＮｍ

2 5 . 0 x 1 0

3 . 0 1 x 1 0
＝　4 4 . 4Ｎ／㎜

sσｂ/ s f b  =  4 4 . 4 / 2 3 5  =  0 . 1 9

＝ 0 . 0 8  +  0 . 1 9  =  0 . 2 7

1 7 . 4 x 1 0
＝　2 9 . 0Ｎ／㎜

τ/ s f s  =  2 9 . 0 / 1 3 5  =  0 . 2 1

（ 短期最大反力 ： sRvx1相当+装置取付用プ レ ー ト重量 ）

Ａ  ＝ 1 7 . 1㎝
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有効 ブ レ ー ス :n=3

P
T

1 . 0

1 . 6 61 . 9 4 H

Ｂ

・ 設計用水平地震力 ： Ｑ＝Ｋ ｈ ・ （ Ｗｍ ・ φ＋Ｗ ｏ ）

こ こ で

φ　 ： 衝撃割増し係数　 　 φ＝1 . 2

∴

・ 断面設計

設計用水平地震力 の 算定

Ｗ ｏ ： 鉄骨等の負担荷重
kN

"

"

kN

"

"
= 1 . 35

= 1 . 92

= 1 . 20

= 0 . 74

= 1 . 78

= 6 . 99

0 . 15x(6 . 00x3)x1/2

0 . 10x(3 . 20x2x6)x1/2

0 . 10x(2 . 00x2x6)x1/2

9 . 8x0 . 15x1/2

9 . 8x0 . 364x1/2

Ｗｍ ： 装置全重量 　 　 Ｗｍ＝3.7x2 = 7 . 40kN

Ｑ  ＝ 1 . 5 x ( 7 . 4 0 x 1 . 2  +  7 . 5 0 )  =  2 4 . 5 7  → 2 5 . 0 k N

使用材 ： 1-M12 （ SS400級 ） ２

２

３

∴

接合ボ ル ト ： 1-M12(H.T .B)

Ａ  ＝ 1 1 3㎜

Ａe＝ 0 . 7 5A  =  0 . 7 5 x 1 1 3  =  8 4 . 7㎜

8 4 . 7
＝

T

Ａe
sσt＝

＜　1 . 0 0 ＯＫ

２ ＜　s ｆ t＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

Ｑa  =  1 . 5 x 1 6 . 9  =  2 5 . 3 k N ＯＫ＞　T  =  1 6 . 2 k N

1 6 . 2 x 1 0
＝　1 9 1 . 3Ｎ／㎜

sσt / s f t  =  1 9 1 . 3 / 2 3 5  =  0 . 8 1

地震時水平力に対し て 、丸鋼 ： 1-M12 （ SS400級 ） で十分な強度を有し て い る こ と が確認さ れた 。

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構面内に設置す る Ｘ 方向 （ 長手方向 ） ブ レ ー ス は

4 . 2  ブ レ ー ス の 検 討

Ｙ

Ｘ

a )  Ｘ 方向 ブ レ ー ス の 検討

こ こ で

∴

応力算定及 び 断面検討

Ｂ ： ス パ ン長　 　 Ｂ＝1 . 20ｍ

・ 地震力に よ る引張力 ： Ｔ ＝ Ｐ ・ Ｌ ／Ｂ

Ｐ ： １組当た り の負担地震時水平力

Ｐ  ＝ Ｑ/ｎ=  2 5 . 0 / 3  =  8 . 3 4 k N

Ｈ ： 高さ 　 　 　 　 Ｈ＝2 . 00ｍ

Ｌ ： ブ レ ー ス長 　 Ｌ ＝2 . 33ｍ

Ｔ  ＝ 8 . 3 4 x 2 . 3 3 / 1 . 2 0  =  1 6 . 2 k N

負担範囲

主 　桁

合 　 　 計

吊 り 材

装置レ ー ル

装置取付用プ レ ー ト

Ｗ ｏ ＝7. 50N

方向別に想定さ れ る最大の設計用水平地震力に対し て検討を行 う 。

装置全重量＋鉄骨等の重量 ｘ 1/2相当に よ る地震力を 3組の ブ レ ー ス で負担す る 。

繋ぎ材
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有効 ブ レ ー ス :n=2

P

1 . 0

1 . 1 8 0 . 6 3

T

H

Ｂ

・ 設計用水平地震力 ： Ｑ＝Ｋ ｈ ・ （ Ｗｍ ・ φ＋Ｗ ｏ ）

こ こ で

φ　 ： 衝撃割増し係数　 　 φ＝1 . 2

∴

応力算定及 び 断面検討

・ 地震力に よ る引張力 ： Ｔ ＝ Ｐ ・ Ｌ ／Ｂ

・ 断面設計

Ｗ ｏ ： 鉄骨等の負担荷重
kN

Ｗｍ ： 装置全重量 　 　 Ｗｍ＝3.7x2 = 7 . 40kN

Ｑ  ＝ 1 . 5 x ( 7 . 4 0 x 1 . 2  +  6 . 0 0 )  =  2 2 . 3 2  → 2 4 . 0 k N

使用材 ： 1-M12 （ SS400級 ） ２

２

３

∴

接合ボ ル ト ： 1-M12(H.T .B)

Ａ  ＝ 1 1 3㎜

Ａe＝ 0 . 7 5A  =  0 . 7 5 x 1 1 3  =  8 4 . 7㎜

8 4 . 7
＝

T

Ａe
sσt＝

＜　1 . 0 0 ＯＫ

Ｑa  =  1 . 5 x 1 6 . 9  =  2 5 . 3 k N ＯＫ

地震時水平力に対し て 、丸鋼 ： 1-M12 （ SS400級 ） で十分な強度を有し て い る こ と が確認さ れた 。

1 4 . 2 x 1 0
＝　1 1 6 7 . 7Ｎ／㎜

sσt / s f t  =  1 6 7 . 7 / 2 3 5  =  0 . 7 1

＞　T  =  1 4 . 2 k N

Ｙ

Ｘ

b )  Ｙ 方向 ブ レ ー ス の 検討

"

"

kN

"

"

= 0 . 74

= 1 . 78

9 . 8x0 . 15x1/2

9 . 8x0 . 364x1/2

0 . 15x(2 . 40x3)

0 . 10x(3 . 20x2x2)

0 . 10x(2 . 00x2x2)

= 1 . 08

= 1 . 28

= 0 . 80

= 5 . 68

∴

Ｐ  ＝ Ｑ/ｎ=  2 4 . 0 / 2  =  1 2 . 0 k N

こ こ で

Ｈ ： 高さ 　 　 　 　 Ｈ＝2 . 00ｍ

Ｂ ： ス パ ン長 　 　 Ｂ＝3. 20ｍ

Ｌ ： ブ レ ー ス長　 Ｌ ＝3 . 77ｍ

Ｔ  ＝ 1 2 . 0 x 3 . 7 7 / 3 . 2 0  =  1 4 . 2 k N

Ｐ ： １組当た り の負担地震時水平力

設計用水平地震力 の 算定

２ ＜　s ｆ t＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構面内に設置す る Ｙ 方向 （ 短手方向 ） ブ レ ー ス は

負担範囲

装置全重量＋鉄骨等の負担重量に よ る地震力を2組の ブ レ ー ス で負担す る 。

主 　桁

合 　 　 計

吊 り 材

装置レ ー ル

装置取付用プ レ ー ト

Ｗ ｏ ＝6. 00N

繋ぎ材
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P

1 . 0

T
0 . 7 51 . 2 5

Ｂ

D

応力算定及 び 断面検討

・ 地震力に よ る引張力 ： Ｔ ＝ Ｐ ・ Ｌ ／Ｂ

・ 断面設計

使用材 ： 1-M12 （ SS400級 ） ２

２

３

∴

接合ボ ル ト ： 1-M12(H.T .B)

Ａ  ＝ 1 1 3㎜

Ａe＝ 0 . 7 5A  =  0 . 7 5 x 1 1 3  =  8 4 . 7㎜

8 4 . 7
＝

T

Ａe
sσt＝

＜　1 . 0 0 ＯＫ

Ｑa  =  1 . 5 x 1 6 . 9  =  2 5 . 3 k N ＯＫ

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構面内に設置す る水平ブ レ ー ス は地震時水平力に

対し て 、 丸鋼 ： 1-M12 （ SS400級 ） で十分な強度を有し て い る こ と が確認さ れた 。

こ こ で

∴

Ｐ ： １組当た り の負担地震時水平力

Ｗ ： 巾 　 　 　 　 　 Ｗ＝1. 20ｍ

Ｂ ： ス パ ン長 　 　 Ｂ＝1. 60ｍ

Ｌ ： ブ レ ー ス長 　 Ｌ ＝2 . 00ｍ

c )  水平 ブ レ ー ス の 検討

Ｐ  ＝ Ｑ/ｎ=  1 2 . 0 / 2  =  6 . 0 0 k N

Ｔ  ＝ 6 . 0 0 x 2 . 0 0 / 1 . 6 0  =  7 . 5 0 k N

7 . 5 0 x 1 0
＝　8 8 . 5Ｎ／㎜

sσt / s f t  =  8 8 . 5 / 2 3 5  =  0 . 3 8

＞　T  =  7 . 5 0 k N

２ ＜　s ｆ t＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

Ｙ 方向ブ レ ー ス の １組当た り の負担地震時水平力に対し検討す る 。
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P

1 . 0

T
1 . 0 6

N

0 . 6 3 H

Ｂ

応力算定及 び 断面検討

・ 断面設計

・ 地震力に よ る軸方向力 ： Ｎ＝ Ｔ ・ Ｂ／ Ｌ

∴
３

２

7 5 2
σｃ＝

Ａ
＝S

Ｎ

使用材 ： L-65x65x6 （ SS400級 ） Ａ  ＝ 752㎜

２ S

ｉ ｙ＝1 . 9 8㎝

ＯＫ＜　1 . 0 0

4 . 3  繋 ぎ 材 の 検 討

こ こ で

∴

Ｔ ： 地震力に よ る ブ レ ー ス の引張力

Ｈ ： 高さ 　 　 　 　 Ｈ＝2 . 00ｍ

Ｔ  =  1 4 . 2 k N

Ｂ ： ス パ ン長 　 　 Ｂ＝3. 20ｍ

Ｌ ： ブ レ ー ス長　 Ｌ ＝3 . 77ｍ

Ｎ  ＝ 1 4 . 2 x 3 . 2 0 / 3 . 7 7  =  1 2 . 0 k N

ｌ ｋ＝1 6 0㎝ λｃ＝8 0 . 8

∴　 ｆ ｃ　＝　1 0 6Ｎ／㎜

1 2 . 0 x 1 0
＝　1 6 . 0Ｎ／㎜ ＜　　 ｆ ｃ＝　1 . 5 x 1 0 6 = 1 5 9Ｎ／㎜

sσｃ / s ｆ ｃ  =  1 6 . 0 / 1 5 9  =  0 . 1 0

２ ＯＫ

２

形鋼 ： Ｌ -65x65x6 （ SS400級 ） で十分な強度を有し て い る こ と が確認さ れた 。

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構の繋ぎ材は 、 短期地震時応力に対し て 、 等辺山

Ｙ 方向ブ レ ー ス反力を軸方向力 と し て設計を行 う
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T H

B

設計応力 の 算定

Ｌ

　 長期及び短期 と も最大応力 と な る荷重状態を想定し て許容応力度計算を行い所要の強度を確保し て

・ 設計用長期軸方向力 ： Ｔ Ｌ ＝ Ｗｍ＋Ｗ ｏ

∴

２

∴ ＝
Ｌ

σt＝
Ａ 7 5 2

＜　1 . 0 0 ＯＫ

２ ＜　 ｆ t＝　1 5 5Ｎ／㎜２ ＯＫ
３

・ 使用材 ： L-65x65x6 （ SS400級 ） Ａ  ＝ 752㎜

Ｔ

こ こ で

い る こ と を確認す る 。

 a )  長期鉛直力 に 対す る 検討

断面検討

（ 主桁の長期最大せ ん断力 と す る ）

Ｗ ｏ ： そ の他の鉄骨等負担荷重
"

0 . 10x1 . 60

0 . 10x2 . 00
kNＷ ｏ

= 0 . 16

= 0 . 20

= 0 . 36

kN

Ｗｍ ： 装置重量等最大荷重 　 　 　 Ｗｍ＝6. 79kN

Ｔ Ｌ ＝ 6 . 79 + 0 . 36 = 7 . 15kN

7 . 1 5 x 1 0
＝　9 . 5 1Ｎ／㎜

σt / ｆ t  =  9 . 5 1 / 1 5 5  =  0 . 0 6

4 . 4  吊 り 材 の 検 討

つ なぎ梁

吊 り 材

合 　 　 計

19



T T H

B

ⅰ ） Ｘ 方地震時

・ 短期最大軸方向力 ： Ｔ ｓ ｏ ＝ ｓ Ｗｍ＋Ｗ ｏ

∴
Ａ

E

こ こ で

∴

Ｂ ： ス パ ン長　 Ｂ＝1. 20ｍ

sσt＝
T s

7 5 2
＝

ＯＫ＜　1 . 0 0

３
２ ＜　s ｆ t＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ

E

Ｑ ： 負担地震時水平力

Ｈ ： 高さ 　 　 　 Ｈ＝2 . 00ｍ

ＴＥ  ＝ 8 . 3 4 x 2 . 0 0 / 1 . 2 0  =  1 3 . 9 k N

・ 地震時ブ レ ー ス反力に よ る軸方向力 ： Ｔ Ｅ＝ Ｑ ・ Ｈ／ Ｌ

こ こ で

Ｑ＝8. 34kN（ Ｘ 方向ブ レ ー ス の検討よ り ）

 b )  短期地震力 に 対す る 検討

・ 設計引張力 ： Ｔ ｓ に対す る断面検討

・ 設計圧縮力 ： Ｎ ｓ に対す る断面検討

3 1 . 7 x 1 0
＝　4 2 . 2Ｎ／㎜

sσt / s ｆ t  =  4 2 . 2 / 2 3 5  =  0 . 1 8

T s = T s o + TE  =  1 7 . 8 + 1 3 . 9  =  3 1 . 7 k N

ｓ Ｗｍ ： 装置重量等最大荷重　 　 　 ｓ Ｗｍ＝17 . 4kN

（ 主桁の長期最大せ ん断力 と す る ）

∴ 　 Ｔ ｓ ｏ ＝ 17 . 4+0 . 36 ＝ 17 . 8kN

Ｗ ｏ ： そ の他の鉄骨等負担荷重　 　 Ｗ ｏ ＝0 . 36kN

２ ＯＫ＜　s ｆ ｃ＝1 . 5 x 8 5 = 1 2 7Ｎ／㎜∴ ＝

ｉ ｙ＝1 . 9 8㎝

Ｎs
sσｃ＝

Ａ 7 5 2

３

２

２

＜　1 . 0 0 ＯＫ

ｌ ｋ＝H= 2 0 0㎝ λｃ＝1 0 1

∴　 ｆ ｃ　＝　8 5Ｎ／㎜

Ｔ Ｅ ： ブ レ ー ス反力に よ る軸方向力　 Ｔ Ｅ＝13 . 9kN

∴ 　 Ｎ ｓ ＝ 6 . 78+13 . 9 = 20 . 7kN

2 0 . 7 x 1 0
＝　2 7 . 5Ｎ／㎜

sσｃ / s ｆ ｃ  =  2 7 . 5 / 1 2 7  =  0 . 2 2

装置反力＋ブ レ ー ス反力に よ る軸方向力を設計圧縮力 と し て断面検討を行 う

Ｎｓ＝ Ｎｓｏ  ＋ ＴＥ

こ こ で Ｎ ｓ ｏ ： 装置反力 　 　 Ｎ ｓ ｏ ＝ 6 . 78kN (  = sRvx2)
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T T H

Ｂ

ⅱ ） Ｙ 方地震時

E

・ 地震時ブ レ ー ス反力に よ る軸方向力 ： Ｔ Ｅ＝ Ｑ ・ Ｈ／ Ｌ

Ｑ ： 地震時設計せ ん断力こ こ で

∴

E
Ｑ＝12 . 0kN（ Ｙ 方向ブ レ ー ス の検討よ り ）

Ｈ ： 高さ 　 　 　 Ｈ＝2 . 00ｍ

Ｂ ： ス パ ン長 　 Ｂ＝3 . 20ｍ

ＴＥ  ＝ 1 2 . 0 x 2 . 0 0 / 3 . 2 0  =  7 . 5 0 k N

∴ sσt＝
Ａ

T s
＝

7 5 2

＜　1 . 0 0 ＯＫ

２ ＜　s ｆ t＝　2 3 5Ｎ／㎜２ ＯＫ
３

・ 引設計張力 ： Ｔ ｓ に対す る断面検討

・ 設計圧縮力 ： Ｎ ｓ に対す る断面検討

・ 短期最大軸方向力 ： Ｔ ｓ ｏ ＝ ｓ Ｗｍ＋Ｗ ｏ  ＝ 　 17 . 8kN

T s = T s o + TE  =  1 7 . 8 + 7 . 5 0  =  2 5 . 3 k N

2 5 . 3 x 1 0
＝　3 3 . 6Ｎ／㎜

sσt / s ｆ t  =  3 3 . 6 / 2 3 5  =  0 . 1 4

装置反力＋ブ レ ー ス反力に よ る軸方向力を設計圧縮力 と し て断面検討を行 う

Ｎｓ＝ Ｎｓｏ  ＋ ＴＥ

こ こ で Ｎ ｓ ｏ ： 装置反力 　 　 Ｎ ｓ ｏ ＝ 4 . 46kN (  = sRvy2)

対し て 、 等辺山形鋼 ： Ｌ -65x65x6 （ SS400級 ） で十分な強度を有し て い る こ と が確認さ れた 。

２ ＯＫ＜　s ｆ ｃ＝1 . 5 x 8 5 = 1 2 7Ｎ／㎜

Ｔ Ｅ ： 地震時ブ レ ー ス反力に よ る軸方向力　 Ｔ Ｅ＝7 . 50kN

∴ ＝

ｉ ｙ＝1 . 9 8㎝

Ｎs
sσｃ＝

Ａ 7 5 2

３

２

２

＜　1 . 0 0 ＯＫ

ｌ ｋ＝H= 2 0 0㎝ λｃ＝1 0 1

∴　 ｆ ｃ　＝　8 5Ｎ／㎜

1 2 . 0 x 1 0
＝　1 6 . 0Ｎ／㎜

sσｃ / s ｆ ｃ  =  1 6 . 0 / 1 2 7  =  0 . 1 3

　 以上 、 天井走行式 Ｘ 線管保持装置の鉄骨支持架構の吊 り 材は 、 長期応力及び短期地震時応力に

∴ 　 Ｎ ｓ ＝ 4 . 46+7 . 50 = 12 . 0kN
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 強 度 計 算 書 

ネグロス電工株式会社

技　術　部

承　認 担　当

TD-00180

名　　　　　　　称：

品　　　　　　　番：

項　　　　　　　目：

作　成　年　月　日：

ネグストラット

D41-300W,Z-D41-300W

等分布荷重・中央集中荷重
支点間距離　L=30cm～120cm

2018年9月3日



 

 

TD-00180 (1/9) 

 

１． 概要 

 

    ・等分布荷重 

                                      

 

 

 

                                

                                    

 

     ・中央集中荷重 

                                      

 

 

 

                                       

                                

                                

 

    

２．Ｄ４１－３００Ｗの断面特性 

 

断面二次モーメント

Ｉｘ (㎝
４)  

断 面 係 数 

Ｚｘ (㎝
３) 

質 量 

(㎏／ｍ) 

38.02 9.22 5.56 

 

 

 

 

３．材料の許容応力度及び定数 

 

材  料 
長期許容曲げ応力度 

ｆｂ （Ｎ/ｃｍ２） 

ヤング係数 

Ｅ （Ｎ/ｃｍ２） 

熱間圧延軟鋼板 

溶融亜鉛めっき鋼板 
１５６００ ２．０５×１０７ 



 

 

TD-00180 (2/9) 

４．等分布荷重による強度 

４－１．支点間距離 Ｌ＝30㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

σｂ＝ｆｂ＝ 
Ｍmax 

=
Ｗ１･Ｌ 

より
Z 8･ＺＸ 

Ｗ１＝ 
8･ＺＸ･ｆｂ 

=
8×9.22×15600 

≒ 38355（Ｎ） 
Ｌ 30 

 

・ 許容たわみより   （δ＝30／300＝0.1㎝） 

δ ＝ 
5･Ｗ２･Ｌ

３ 
より

384･Ｅ･ＩＸ 

Ｗ２＝ 
384･Ｅ･ＩＸ･δ 

5･Ｌ３ 

= 
384×2.05×10７×38.02×0.1

≒ 221698（Ｎ） 
5×30３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝38355－(5.56×0.3×9.80665)＝38338（Ｎ） 

 

４－２．支点間距離Ｌ＝40㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 28766（Ｎ） 
40 

 

 ・許容たわみより   （δ＝40／300≒ 0.13㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.13

≒ 121587（Ｎ） 
5×40３ 

 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝28766－(5.56×0.4×9.80665)＝28744（Ｎ） 

 



 

 

TD-00180 (3/9) 

 

４－３．支点間距離 Ｌ＝50㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 23013（Ｎ） 
50 

・許容たわみより   （δ＝50／300≒ 0.16㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.16

≒ 76619（Ｎ） 
5×50３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝23013－(5.56×0.5×9.80665)＝22985（Ｎ） 

 

４－４．支点間距離 Ｌ＝60㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 19177（Ｎ） 
60 

・許容たわみより   （δ＝60／300＝0.2㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.2

≒ 55424（Ｎ） 
5×60３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝19177－(5.56×0.6×9.80665)＝19144（Ｎ） 

 

４－５．支点間距離Ｌ＝70㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 16437（Ｎ） 
70 

・許容たわみより   （δ＝70／300≒ 0.23㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.23 

≒ 40138（Ｎ） 
5×70３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝16437－(5.56×0.7×9.80665)＝16398（Ｎ） 



 

 

TD-00180 (4/9) 

４－６．支点間距離Ｌ＝80㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 14383（Ｎ） 
80 

・許容たわみより   （δ＝80／300≒ 0.26㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.26 

≒ 30396（Ｎ） 
5×80３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝14383－(5.56×0.8×9.80665)＝14339（Ｎ） 

４－７．支点間距離Ｌ＝90㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 12785（Ｎ） 
90 

・許容たわみより   （δ＝90／300＝0.3㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.3 

≒ 24633（Ｎ） 
5×90３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝12785－(5.56×0.9×9.80665)＝12735（Ｎ） 

４－８．支点間距離Ｌ＝100㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 11506（Ｎ） 
100 

・許容たわみより   （δ＝100／300≒0.33㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.33 

≒ 19753（Ｎ） 
5×100３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝11506－(5.56×1.0×9.80665)＝11451（Ｎ） 

 

          



 

 

 TD-00180 (5/9) 

４－９．支点間距離Ｌ＝110㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 10460（Ｎ） 
110 

・許容たわみより   （δ＝110／300≒0.36㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.36

≒ 16190（Ｎ） 
5×110３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝10460－(5.56×1.1×9.80665)＝10400（Ｎ） 

４－１０．支点間距離Ｌ＝120㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｗ１＝ 
8×9.22×15600 

≒ 9588（Ｎ） 
120 

・許容たわみより   （δ＝120／300＝0.4㎝） 

Ｗ２＝ 
384×2.05×10７×38.02×0.4

≒ 13856（Ｎ） 
5×120３ 

・ Ｗ１とＷ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｗ＝9588－(5.56×1.2×9.80665)＝9522（Ｎ） 

５．中央集中荷重による強度 

５－１．支点間距離 Ｌ＝30㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

σｂ＝ｆｂ＝ 
Ｍmax 

=
Ｐ１･Ｌ 

より
Z 4･ＺＸ 

Ｐ１＝ 
4･ＺＸ･ｆｂ 

=
4×9.22×15600 

≒ 19177（Ｎ） 
Ｌ 30 

・ 許容たわみより   （δ＝30／300＝0.1㎝） 

δ ＝ 
Ｐ２･Ｌ

３ 
より

48･Ｅ･ＩＸ 

Ｐ２＝ 
48･Ｅ･ＩＸ･δ 

Ｌ３ 

= 
48×2.05×10７×38.02×0.1

≒ 138561（Ｎ） 
30３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｐ＝19177－(5.56×0.3×9.80665)＝19160（Ｎ） 

          



 

 

TD-00180 (6/9) 

５－２．支点間距離Ｌ＝40㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 14383（Ｎ） 
40 

 

 ・許容たわみより   （δ＝40／300≒0.13㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.13

≒ 75992（Ｎ） 
40３ 

 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｐ＝14383－(5.56×0.4×9.80665)＝14361（Ｎ） 

 

５－３．支点間距離 Ｌ＝50㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 11506（Ｎ） 
50 

・許容たわみより   （δ＝50／300≒0.16㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.16

≒ 47886（Ｎ） 
50３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｐ＝11506－(5.56×0.5×9.80665)＝11478（Ｎ） 

 

５－４．支点間距離 Ｌ＝60㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 9588（Ｎ） 
60 

・許容たわみより   （δ＝60／300＝0.2㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.2

≒ 34640（Ｎ） 
60３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｐ＝9588－(5.56×0.6×9.80665)＝9555（Ｎ） 

 

          



 

 

 TD-00180 (7/9) 

 

５－５．支点間距離Ｌ＝70㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 8218（Ｎ） 
70 

・許容たわみより   （δ＝70／300≒ 0.23㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.23

≒ 25086（Ｎ） 
70３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

Ｐ＝8218－(5.56×0.7×9.80665)＝8179（Ｎ） 

５－６．支点間距離Ｌ＝80㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 7191（Ｎ） 
80 

・許容たわみより   （δ＝80／300≒ 0.26㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.26

≒ 18998（Ｎ） 
80３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

                Ｐ＝7191－(5.56×0.8×9.80665)＝7147（Ｎ） 

 

５－７．支点間距離Ｌ＝90㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 6392（Ｎ） 
90 

・許容たわみより   （δ＝90／300＝0.3㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.3

≒ 15395（Ｎ） 
90３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

                Ｐ＝6392－(5.56×0.9×9.80665)＝6342（Ｎ） 

 



 

 

TD-00180 (8/9) 

５－８．支点間距離Ｌ＝100㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 5753（Ｎ） 
100 

・許容たわみより   （δ＝100／300＝0.33㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.33

≒ 12345（Ｎ） 
100３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

                Ｐ＝5753－(5.56×1.0×9.80665)＝5698（Ｎ） 

 

５－９．支点間距離Ｌ＝110㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 5230（Ｎ） 
110 

・許容たわみより   （δ＝110／300≒0.36㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.36

≒ 10118（Ｎ） 
110３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

                Ｐ＝5230－(5.56×1.1×9.80665)＝5170（Ｎ） 

 

５－１０．支点間距離Ｌ＝120㎝ 

・ 許容曲げ応力度より 

Ｐ１＝ 
4×9.22×15600 

≒ 4794（Ｎ） 
120 

・許容たわみより   （δ＝120／300＝0.4㎝） 

Ｐ２＝ 
48×2.05×10７×38.02×0.4

≒ 8660（Ｎ） 
120３ 

・ Ｐ１とＰ２を比較し、小さい方の値から自重を引いた値を許容静荷重とする。 

                Ｐ＝4794－(5.56×1.2×9.80665)＝4728（Ｎ） 

 



 

 

TD-00180 (9/9) 

 

６．結果 （許容静荷重） 

   ・等分布荷重 

品 番 

許 容 静 荷 重 （Ｎ） 

支点間距離 Ｌ（㎝） 

30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 

D41-300W 

Z-D41-300W 
38338 28744 22985 19144 16398 14339 12735 11451 10400 9522

    

・中央集中荷重 

品 番 

許 容 静 荷 重 （Ｎ） 

支点間距離 Ｌ（㎝） 

30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 

D41-300W 

Z-D41-300W 
19160 14361 11478 9555 8179 7147 6342 5698 5170 4728

 



 

 

TD-00180 (参考) 

参考資料 

参考として下記に,従来単位(重力単位)による許容静荷重を示します。 

 

１． 許容静荷重 

   ・等分布荷重 

品 番 

許 容 静 荷 重 （kgf） 

支点間距離 Ｌ（㎝） 

30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

D41-300W 

Z-D41-300W 
3909 2931 2343 1952 1672 1462 1298 1167 1060 970

    

・中央集中荷重 

品 番 

許 容 静 荷 重 （kgf） 

支点間距離 Ｌ（㎝） 

30 40 50 60 70 80 90 100 110 120

D41-300W 

Z-D41-300W 
1953 1464 1170 974 834 728 646 581 527 482
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